
別表八の二 「連結事業年度における受取配当等の益金不算入に関する明細
書」

１ この明細書の用途

この明細書は、法第８１条の４�連結事業年度における受取配当等の益金不算入�（措置法第６８条
の１０３又は第６８条の１０４�特定株式投資信託の収益の分配に係る受取配当等の益金不算入等の特例
等�の規定により読み替えて適用する場合を含みます。）の規定の適用を受ける場合に使用します。

２ 記載の手順

この明細書の記載の順序は、まず、中段の「総資産価額等の計算」及び「受取配当等の金額の明

細」の各欄（「１３」から「２５」まで）を記載し、次に上段の各欄（「１」から「１２」まで）を記載します。

下段の「個別帰属額の計算」の各欄には、令第１５５条の１１�受取配当等の益金不算入額の個別帰属額
の計算�の規定により各連結法人に帰せられる金額について、各連結法人ごとに別葉に記載します。

３ 各欄の記載要領

欄 記 載 要 領 注 意 事 項

「法人名」 連結親法人の法人名を記載するとともに、かっこ

の中に「個別帰属額の計算」の「連結法人名」欄に

記載した連結法人の法人名を記載します。

「当期に支払う負債利

子等の額３」

当期に支払う負債利子のほか、令第２１条�負債の

利子に準ずるもの�に掲げるものも含め、各連結法

人の合計額を記載します。

措置法第６８条の８９第

１項�連結法人の国外

支配株主等に係る負債

の利子等の課税の特

例�の規定により損金

の額に算入されない負

債の利子の金額がある

場合には、その損金の

額に算入されない負債

の利子の金額は、当期

に支払う負債の利子等

の額から控除します。

「連結法人に支払う負

債利子等の額４」

「３」に記載した金額のうち、連結法人が他の連結法

人（当該連結法人との間に連結完全支配関係があるも

のに限ります。）に支払う金額の合計額を記載します。

「総資産の帳簿価額

１３」

各連結法人の確定決算に基づく貸借対照表に計上

している総資産の帳簿価額の合計額（繰越欠損金、

両建勘定、返品債権特別勘定など資産の帳簿価額に

含まれないものは控除したところによります。）を

税効果会計を採用して

いる場合に計上される繰

延税金資産勘定の金額

は、総資産の帳簿価額の
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欄 記 載 要 領 注 意 事 項

合計した金額を記載します。 合計額に含まれます。

「連結法人に支払う負

債利子等の元本の負債

の額等１４」

次の�から�に掲げる金額の合計額から�に掲げ

る金額を減算した金額について、各連結法人の合計

額を記載します。

� 固定資産の帳簿価額を損金経理により減額する

ことに代えて積立金として積み立てている金額

� 特別償却準備金として積み立てている金額

� 土地の再評価に関する法律第３条第１項の規定

により再評価が行われた土地に係る同法第７条第

２項に規定する再評価差額金が貸借対照表に計上

されている場合の同条第１項に規定する再評価差

額に相当する金額

� その他有価証券（売買目的有価証券及び満期保

有目的等有価証券以外の有価証券をいいます。以

下同じ。）に係る評価益等相当額

� 連結法人との間に連結完全支配関係がある他の連

結法人に対する負債（借入金その他利子の支払の

基因となるものに限ります。）の額に相当する金額

� その他有価証券に係る評価損等相当額

税効果会計を採用し

ている場合において、

剰余金の処分により圧

縮積立金又は特別償却

準備金を積み立ててい

るときは、その積立金

等に係る税効果相当額

も含めて記載します。

「関係法人株式等の帳

簿価額１６」及び「連結

法人株式等及び関係法

人株式等に該当しない

株式及び出資等の帳簿

価額１７」

各期末における税務計算上の帳簿価額により、次

により記載します。

� この場合の連結法人株式等とは、連結法人の株

式又は出資のうち、当該連結親法人事業年度開始

の日からその終了の日まで継続して連結親法人と

他の内国法人との間に連結完全支配関係があった

場合（当該他の内国法人が当該連結親法人事業年

度の中途において設立された法人である場合に

あっては、当該他の内国法人の設立の日から当該

連結親法人事業年度終了の日まで継続して当該連

結親法人と当該他の内国法人との間に連結完全支

配関係があった場合）の当該他の内国法人の株式

又は出資をいいます。

� この場合の関係法人株式等とは、連結法人が他

の内国法人（公益法人等又は人格のない社団等を

除きます。）の発行済株式又は出資（当該他の内

国法人が有する自己の株式又は出資を除きます。）

の総数又は総額の２５％以上に相当する数又は金額

「前期末現在額」に

は、連結法人株式等、

関係法人株式等又はこ

れら以外の株式等の区

分が前期と当期とで異

なる場合であっても、

前期のこの明細書の当

期末現在額の金額をそ

のまま記載します。
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欄 記 載 要 領 注 意 事 項

の株式又は出資（連結法人株式等を除きます。）

を、当該連結事業年度終了の日以前６月以上（当

該他の内国法人が当該連結事業年度終了の日以前

６月以内に設立された法人である場合には、設立

の日から当該連結事業年度終了の日まで）引き続

き有している場合における当該他の内国法人の株

式又は出資のほか、令第１５５条の１０第３項�関係

法人株式等の範囲等�の規定により読み替えて適

用される同条第１項第２号に掲げる場合における

同号に規定する他の内国法人の株式をいいます。

� 「１７」は、措置法第３条の２に規定する特定株

式投資信託（外国株価指数連動型特定株式投資信

託を除きます。以下同じ。）及び平成１９年改正前

の措置法第６８条の３の４第１項に規定する特定投

資信託（同項第１号ロ及びハに掲げる要件を満た

すものを除きます。以下同じ。）がある場合には

その帳簿価額を含めて記載します。

「受益権の帳簿価額の
１

２又は４
相当額１８」

各期末における税務計算上の帳簿価額により記載

します。

なお、公社債投資信託、外国投資信託、特定株式

投資信託及び特定外貨建等証券投資信託以外の証券

投資信託の受益権についてはその帳簿価額の２分の

１相当額により、外貨建等証券投資信託のうち特定

外貨建等証券投資信託以外のものについてはその帳

簿価額の４分の１相当額によります。

外貨建等証券投資信

託とは、信託約款にお

いて信託財産の５０％超

を外貨建資産又は株式

以外の資産で運用する

ことができることとさ

れている証券投資信託

をいい、このうち、７５

％超を外貨建資産又は

株式以外の資産で運用

することができること

とされているものを特

定外貨建等証券投資信

託といいます。

「受取配当等の金額の

明細」の欄の「連結法

人株式等」及び「関係

法人株式等」

「受取配当等の金額の明細」の各欄を記載する場

合の連結法人株式等又は関係法人株式等とは、次に

よります。

� この場合の連結法人株式等とは、連結法人の株

式又は出資のうち、その配当等の額の計算対象期

間（その配当等の額の支払を受ける直前にその配
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欄 記 載 要 領 注 意 事 項

当等の額を支払う他の内国法人から支払を受けた

配当等の額の支払に係る基準日の翌日からその基

準日までの期間をいいます。）の開始の日からそ

の計算対象期間の末日まで継続して連結法人（そ

の連結法人が当該計算対象期間内にその連結法人

との間に連結完全支配関係がある他の連結法人か

らその支払を受ける配当等の額の元本である株式

又は出資の移転を受けた場合で、その連結法人が

当該末日において連結子法人であったときは、そ

の連結親法人）とその支払を受ける配当等の額を

支払う他の内国法人との間に連結完全支配関係が

あった場合の当該他の内国法人の株式又は出資を

いいます。

� この場合の関係法人株式等とは、連結法人が他

の内国法人（公益法人等又は人格のない社団等を

除きます。）の発行済株式又は出資（当該他の内国

法人が有する自己の株式又は出資を除きます。）

の総数又は総額の２５％以上に相当する数又は金額

の株式又は出資（連結法人株式等を除きます。）

を、当該連結法人が当該他の内国法人から受ける

配当等の額の支払に係る効力が生ずる日以前６月

以上（当該他の内国法人が当該効力が生ずる日以

前６月以内に設立された法人である場合には、設

立の日から当該効力が生ずる日まで）引き続き有

している場合における当該他の内国法人の株式又

は出資のほか、令第１５５条の１０第１項第２号�関

係法人株式等の範囲等�に掲げる場合における同

号に規定する他の内国法人の株式をいいます。

「受取配当等の金額

２０」及び「受取配当等

の金額２３」

当期において内国法人から受けた剰余金の配当

（株式又は出資に係るものに限るものとし、資本剰

余金の減少に伴うもの及び分割型分割によるものを

除きます。）、利益の配当（分割型分割によるものを

除きます。）、剰余金の分配（出資に係るものに限り

ます。）若しくは特定株式投資信託、特定投資信託

の収益の分配の額又は証券投資信託（公社債投資信

託、外国投資信託、特定株式投資信託及び特定外貨

建等証券投資信託以外のものをいいます。）の収益

の分配額（令第１９条の２第１項�証券投資信託の収

� 外国法人又は公益

法人等若しくは人格

のない社団等から受

ける配当等の額は受

取配当等の金額から

除かれます。

� 法第８１条の３第１

項に規定する個別益

金額を計算する場合

に、法第２４条の規定
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欄 記 載 要 領 注 意 事 項

益の分配のうち配当等の額から成る部分の金額�に

規定する２分の１（外貨建等証券投資信託のうち特

定外貨建等証券投資信託以外のものの収益の分配に

ついては４分の１）に相当する金額によります。）

をその内国法人又は銘柄別に、また、「関係法人株

式等」に係る配当等と「連結法人株式等及び関係法

人株式等に該当しない株式等」に係る配当等とにそ

れぞれ区分して記載します。

により、配当等の額

とみなされる金額に

ついては、別欄とし

て記載し、その発生

理由を付記してくだ

さい。

「左のうち益金の額に

算入される金額２１」及

び「左のうち益金の額

に算入される金額２４」

受取配当等の金額（みなし配当の額を除きま

す。）の元本たる株式等のうち、連結法人（当該連

結法人との間に連結完全支配関係がある他の連結法

人を含みます。）がその配当等の額の支払に係る基

準日（信託の収益の分配にあっては、その計算の基

礎となった期間の末日）以前１月以内に取得し、か

つ、当該基準日後２月以内に譲渡したものがある場

合に、その株式等について受けた受取配当等の額に

つき、「関係法人株式等」に係る配当等と「連結法

人株式等及び関係法人株式等に該当しない株式等」

に係る配当等とにそれぞれ区分して記載します。

同じ銘柄の一部につ

きその支払に係る基準

日（信託の収益の分配

にあっては、その計算

の基礎となった期間の

末日）以前１月以内に

取得したものと当該基

準日後２月以内に譲渡

したものとがある場合

には、その該当するも

のの数は、令第１５５条

の７�益金に算入され

る配当等の元本たる株

式等�の規定により、

その支払に係る基準日

（信託の収益の分配に

あっては、その計算の

基礎となった期間の末

日）以前１月以内に取

得したものとそれ以前

から所有していたもの

とが平均的にその末日

後２月以内に譲渡され

たものとして計算した

数によります。

４ 根拠条文

法８１の４、平成１９年改正前の法８１の４、平成１９年改正法附則１八ロ、３２、３４、令１５５の７～１５５の

１１、規則８の４、措置法６８の１０３、６８の１０４
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